
改正後  現行  

費目  
の種  各月の支弁額の算式  弁対児童費使  月の支額の算  

類第  第  4  欄  
1欄   1欄  

（16）  略  （16）  児島用採暖費保護単価表  

児  措置児童等 
児  1人当たり 

児童養護施乳児院母詔蚕読援  
＿⊃土ニ   

．立   

設鱗謹白立 敬り謹白  

支離設情 爛樋  

用  用  紳離期 所粗†削綽  

治療施設、 篭′聯壬療  

採  採  耕ム 施設適所部  

、里親  

暖  暖  旧5級地6．820円7．210円1，130円  

旧4級地5．2205．660 960  

費  費  旧3緑地3．3803．590 590  

旧2級地 2．5202．620 380  

その他の地域1．2601．260 190  

（注）この表の「旧5級地から旧2級地」までの故地区分は  

一般職の職旦の給与に関する法律等の一部を改正する法  

律（平成16年法律薦136号）の施行（平成16年10月28日）  

前の国家公妨員の寒冷地手当に関する法律第1粂に定め  

る地域とし、「その他の地域」は旧5故地から旧2級地  

までの地域以外の地域とすること∩  

（17）  略   
略   次の算式（1）によって算定した額とし、  （17）  児童養護施設、児  （1）その児童  次の算式（1）によって算定した額とし、  

措置が解除される日の属する月の措置費  就  童自立支援施設、  の就職に際  措置が解除される日の属する月の措置費  
して  l ‾  ム  し必 な、  して    る。  

職  ただし、別に定める基準に該当する場  職   
Aにおいては   2によって 定し一  ア÷l－ホームの    合においては  ェ 2に って 定しこ  

支  額を加算する。  支  
算式（1ト  の委託児童であっ   の就職に際  算式（1）  

度  就職支度費1件当たり保護単価  度   
77000 × の の就職に  、 

費  蘭原書数  費  費等   簡有畜数  

算式（2）   ととなったもの。  算式（2）  

略  就職支度費1件当たり特別基準保護  
単価137，510円×その月の別に定める  
基準による就職による措置解除児童数  



改正後  現行  

費目  費目  
の種  支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式  の種  支弁対象児童等  経費の使途  各月の支弁額の算式  

類第  第  4  欄  類第  第 4 
1欄   

欄  

1欄   
略   次の算式（1）によって算定した額とし、  次の算式（1）によって算定した額とし、  

措置が解除される日の属する月の措置費  大  童自立支援施設、   措置が解除される日の属する月の措置費  

等として支弁する。  等として支弁する。  
進  ただし、別に定める基準に該当する場  

合においては、算式（2）によって算定した  ただし、別に定める基準に該当する場 にいて 
学  

合おは、算式（2）によって算定した  
額を加算する。  等  入所児童又は里親   額を加算する。  

自  算式（1）  算式（1）  

立  
大学進学等自立生活支度費支度費1  立  て、その児童が大  の進学に際  大学進学等自立生活支度費支度費1  

件当たり保護単価  生  学等へ進学するた   件当たり保護単価  

括  
77，000円×その月の進学による措置解  75，000円×その月の進学による措置解  
‾層罪童数  

度  
支  費等  除児童数  
度  

費  
算式（2）  

算式（2）  費   大学進学等自立生活支度費1件当た  
り特別基準保護  

略  単価137，510円×その月の別に定める  
基準による進学による措置解除児童数  

（19）  略   略  次の算式により算定した額。  
ただし、その死亡児の葬祭に要した費  

用の額が153，900円を超える場合であっ  
葬  て、その総額のうち火葬に要した費用の  

自立援助ホーム若  額が450円を超えるときはその超える額  
祭  祭  を、自動車料金その他死体の運搬に要し  

ホームの入所児童  た費用の額が10，760円を超えるときは  
費   費   8，940円の範囲内においてその超える額  

童であって、死亡  を、それぞれ加算する。  
したもの（以下「死  算式  
亡児」という）   葬祭費1件当たり保護単価153，900  

円×死亡児数  
（20）  略 略   略  その施設のその月におけるその児童に  
連  つき捜索し又は連れもどす者の運賃、日  
れ  当及び宿泊料につきその都道府県の旅費  
も  も  支給規定に定める額（運賃については、  
ど  ど  経費  普通旅客運賃）とその児童の普通旅客運  

し 費  し 費   

貸、宿泊料とを合計した額にこれらの経 
費以外の特に要した費用があるときには  

これを加えた額の合算額。  



改正後   現行   

略  
費目  

の種  各月の支弁額の算式  

類第  第  4  欄  

1欄   

（21）  次に掲げる経  

里里  費  ただし、算式（2）については、委託を開  

親親  （1）その児童  

受手  に係る委託  
託当  手当  ア里親手当  

支・  （2）新たに措  里親手当月額保護単価72，000円×  

度  置した際に  1人  

費   必要な経費   ただし、二人目以降は36，000円×そ  

の月の措置児童数  

イ専門里親手当  

専門里親手当月額保護単価123，000  

円×1人  

ただし、二人目は87，000円×1人  

算式（2）  

里親受託支度費1件当たり保護単価  

42，600円×新規委託措置児童数  

（22）  

受フ  た際に必要な  

託ア  経費   ファミリーホーム受託支度費1件当  

支ミ  たり保護単価42，600円×新規委託措置  

度リ  児童数  

費l  

ホ  

l  

ム   



3 定員外支弁の禁止  
事業費の各種目ごとの支弁額の算定に用いる措置人員の数には、やむを  

得ない特別の理由がある場合を除いては、その施設の定員を超える部分は  
算入しないものとすること。   

第5 徴収金基準額  
1 各月の基準額の算定方法  

各年度における徴収金基準額は、その措置児童等（母子生活支援施設に  
ついては入所世帯、助産施設については入所妊産婦とする。以下この項に  
おいて同じ。）単位に、表の施設種別及び各月初日（月の途中で入所した   

措置児童等についてはその月の初日。以下この項において同じ。）の措置  
児童等及びその措置児童等の属する世帯の扶養義務者（自立援助ホーム  

の入所児童の扶養義務者は除く。）の税額等による階層区分によって定ま  

る基準額（この額にその月のその措置児童等に係る次の2により算定した  

支弁額が満たない場合においては、その支弁額とする。）により算定した  
額の年間の合算額とすること。  

2 各月の支弁額の算定方法  
児童養護施設、児童自立支援施設（通所部を含む）、情緒障害児短期治   

療施設 

ファミリーホーム又は里親の各月のその措置児童等1人当たり又は1世帯  
当たりの支弁額は、次の算式（1）により算定した額とすること。  

ただし、その措置児童等の在籍日数が1カ月未満であるときは、算式（2）  

によるものとすること。  

なお、民間施設給与等改善費、施設機能強化推進費、単身赴任手当加算  

費、入所児童（者）処遇特別加算費、除雪費、降灰除去費、里親手当及び保  

育機能強化加算費は、徴収の対象とはならないこと。  
算 式（1）  
その施設の事務費の月額保護単価（乳児、1・2歳児、年少児、特別指  

導費及びボイラー技士雇上費の単価を含み、民間施設給与等改善費、施設  
機能強化推進費、単身赴任手当加算費、入所児童（者）処遇特別加算費、除  

雪費、降灰除去費、保育機能強化加算費の単価を除く。次の算式（2）にお  

いても同じ。）＋事業費の各費目（里親手当除く。次の算式（2）において   

も同じ。）のその月におけるその措置児童等につきその支弁 

額   

3 略  

第5 略  



算 式（2）   

［（事務費の月額保護単価＋事業費の各費目のうち月額保護単価により   

支弁した額の合算額）÷その月の日数］×その月の措置児童等在籍日数＋   

月額保護単価により茸弁した費目以外の事業費の支弁した額の合算額  

第6 端数計算の方法   

この国庫負担金における金額の計算課程において、ある金額をある数値で   
除し、又はある金額にある数値を乗じて計算した場合の金額に1円未満の端   
数を生じたときは、その端数金額が生じた段階においてこれらを切り捨てる   
ものとすること。   

ただし、診療報酬の算定方法及び入院時食事療養費の算定基準に準じて算   
定する場合においてはその定めるところによるものとすること。   

第7 保護単価等の特例措置   

都道府県知事又は指定都市、中核市若しくは児童相談所設置市の市長は、   
特別の事由があるため、この交付要綱に定める保護単価、徴収金基準額その   
他この交付要綱に定める支弁及び徴収の要件によることが適当でないと認め   

られるときは、その事実につき厚生労働大臣の承認を得て、別に定めるとこ   
ろによって支弁することができるものとすること。  

第8 児童養護施設に移行した法改正前の虚弱児施設 
児童福祉法の一部改正（平成9年法律第74号）により、児童養護施設へ移   

行することとなった虚弱児施設については、厚生労働大臣の承認を得て、別   
に定めるところによって支弁することができるものとすること。  

第6 略  

第7 略  

第8 略  

第9 保護受託者の廃止に伴う経過措置   
児童福祉法の一部改正（平成16年法律第153号）により、廃止することと  

なった保護受託者については、改正法の施行の際現に保護受託者に委託され  

ている児童がいる場合は、委託期間が満了するまでの間は従前の例により支  

弁することができるものとする。   

第9 略  




